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防災・減災の基礎資料となる越後平野の地質図幅を作成 

－ 新潟市街部の軟弱地盤や近傍の活断層の分布を初めて公開 － 

 

平成 28 年 7 月 7 日 

国立研究開発法人 産業技術総合研究所 

国立大学法人 新潟大学 

 

■ ポイント ■ 

・ 日本最大の沖積平野である越後平野の地形、地層、活断層などを一枚の地質図に網羅 

・ 世界でも有数の厚い（160 m 以上）沖積層の分布と特徴を、新しい表示手法を取り入れて詳しく解説 

・ 地域の地震防災対策（強震動、津波、液状化）などに活用されることを期待 

 

■ 概 要 ■ 

国立研究開発法人 産業技術総合研究所【理事長 中鉢 良治】（以下「産総研」という）地質情報研究

部門【研究部門長 牧野 雅彦】と、国立大学法人 新潟大学【学長 髙橋 姿】（以下「新潟大学」という）

は、新潟県の越後平野を中心とした地域地質研究報告（5 万分の 1 地質図幅）「新潟及び内野地域の地

質」を出版した。越後平野は国内最大の面積と容積を持つ沖積層からなる平野であり、この研究報告は

学術的にも社会的にも今後の活用が期待される。 

この研究報告では、軟弱地盤の沖積層からなる新潟市域の表層（深さ5 mまで）の構成物の分布

を「地質図」として表現した。従来は 5 種類程度に分類して示されていた沖積層の構成物を、今回の

地質図では 20 種類と細かく分類して示したため、地盤の構成物の詳細な情報を一目で認識できる。

今回の研究報告は、新潟市街地の産業立地や地震による強震動、津波、液状化などに対する防

災・減災に資する基礎資料となる。さらに、今回の地質図のような臨海地域の表層地盤の分類や表

現方法は、国内の他の地域の地質図への応用も期待される。今回の地質図幅に付属する説明書

には、この地域の表層と地下の地質情報の解説のほか、資源産業の発達、地質災害の歴史や地

質との関係も詳細に書かれており、新潟市域の地質データベースとして利活用できる。        

     は【用語の説明】参照   
 

 
 

「新潟及び内野」の地質図幅 
上部は表層の構成物を図示した地質図、下部は地下の構成物の広がりを図示した断面図。 
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■ 開発の社会的背景 ■ 

産総研 地質調査総合センターでは、全国各地域の地質を調査・研究し、基本的に 5 万分の 1 地形図

の区画（「図幅」という）で公開してきた。近年では特に、都市の立地する臨海平野での地震防災や地盤

防災に関する基礎資料となる地下地質情報の提示が期待されている。しかし、これまでの地質図幅では、

臨海部の地質について、防災に資する地質情報として平野地盤などに特化した取り組みや、それを表

現する方法が十分ではなかった。 

新潟市域は、1964 年（昭和 39 年）の新潟地震で発生した地震動や液状化により、多くの建造物が倒

壊、大規模な精油所火災が発生し、大きな被害を被った。この地震災害以降、全国的に地下地質情報

を整備することの重要性が高まり、新潟市域をはじめとする臨海・平野地域における地下地質情報の公

開は、地震防災のみならず、都市域の土地利用の観点からも待望されていた。 

 

■ 研究の経緯 ■ 

産総研の発行する地質図幅は、地域の地質環境の解明とその社会還元を目指しており、全国を網羅

した刊行と社会ニーズに沿った利活用の方法を探求してきた。今回の「新潟及び内野」地質図幅は、地

質情報の基本的な提示に加えて、防災・減災に関する基礎資料としての表現に特化することを目的とし

た。地元の新潟大学や自治体、民間企業との情報共有や共同研究により、今回、本地質図幅を作成し

た。産総研は、2004 年の中越地震、2007 年の中越沖地震以降、越後平野の陸域と海域を併せた沿岸

域の地質構造の解明や、それに基づいて、過去の地殻変動の履歴や将来的な防災対策に資する地質

データを整備する研究に取り組んで来た。これらの研究成果の多くも「新潟及び内野」地質図幅に含ま

れている。 

 

■ 研究の内容 ■ 

今回の「新潟及び内野」図幅では、従来は 5 種類程度に分類して示されていた沖積層の構成物を、試

行的に 20 種類と細かく分類して示した。これにより、地盤の構成物の詳細な情報を一目で認識できるこ

とが特徴である。越後平野の沖積層は世界でも有数の厚さ（160 m 以上）であるが、軟弱な沖積層が厚

いと地震動の地表への影響が強い。今回、新潟市域での 7 千本近くのボーリングデータを見直し、地下

の構成物の水平・垂直方向への広がりを地下断面図としても作成した。 

このように生活環境と密接に関係のある表層地質を、一目で分かるように地質図幅に提示する手法

は、先駆的な事例である。都市域の表層地質の実態の公開は、災害環境を踏まえた有効な土地利用に

役立ち、自然災害に対する自助能力の向上にもつながると考えられる。 

図 1 に新潟市域の亀田郷の軟弱地盤の分布を示した。越後平野の特徴として、海側には海岸線に平

行に砂丘列があり、内陸側や砂丘の間には湿地が分布する。砂丘列を構成する砂の地盤は比較的固く

（N値が 20以上）、一方湿地を構成するのは腐植土の地盤で柔らかい（N値が 0〜1）。このような地盤情

報の公開は、有効な土地利用につながると考えられる。 
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図 1 新潟市街部の軟弱地盤（ピンク色）の分布 

黄色が砂丘列の砂、ピンク色が湿地の腐植土の地盤を示す。ドットはゼロメートル地帯である。 

 

今回、越後平野の西縁にある活断層の「角田・弥彦断層」を、関連調査に基づき 5 万分の 1 地質図幅

として初めて公開した。図 2 に「角田・弥彦断層」の分布を示す。この活断層の活動は、新潟市域の強震

動、津波、液状化予測に大きな影響を与えている。地質図幅に付属する説明書では断層帯の分布と活

動履歴を示しており、これは新潟市域の地域防災に資する基礎資料となる。このような都市域での活断

層分布と活動履歴の情報は、防災計画の基礎資料としての地質図幅の新たなニーズにつながると考え

られる。 
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図 2 平野西縁の角田・弥彦断層（南北に延びる破線） 

陸域では地下に伏在し、海域へ伸びている。南方へは長岡平野まで連続する。

■ 今後の予定 ■

今後も継続して全国での基礎的な地質情報の公開を行う。また、今回の新潟市域の地質図幅の作成

をケーススタディーとして、人口が集中する臨海平野部の地質情報の公開を進め、基礎的な防災資料と

して社会に還元できるように地質図幅の公開を促進していく。 

■ 本件問い合わせ先 ■

国立研究開発法人 産業技術総合研究所 

地質調査総合センター 地質情報研究部門 平野地質研究グループ 

研究グループ長 中島 礼   〒305-8567 茨城県つくば市東 1-1-1 中央第 7 

E-mail：rei-nakashima@aist.go.jp

国立大学法人 新潟大学 

災害・復興科学研究所 複合・連動災害研究部門 

准教授      卜部 厚志   〒950-2181 新潟県新潟市西区五十嵐 2 の町 8050 

E-mail：urabe@gs.niigata-u.ac.jp
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【用語の説明】 

◆地域地質研究報告、地質図幅

産総研では、国土地理院の発行する 5 万分の 1 地形図の区画にあわせて、国内各地域の地質調査

に基づく地質情報を地域地質研究報告（通称：地質図幅）として公開してきた。地質図を表示した図面と

説明書のセットからなる。 

◆沖積層

約 2 万年前の最終氷期以降に堆積した地層のこと。平野域の沖積層は未固結の堆積物からなり、軟

弱地盤と呼ばれることが多い。新潟地域は地盤が沈降している地域であるため、越後平野では160 m以

上もの厚さの沖積層が堆積している。この厚さは世界でも有数のものとして知られる（関東平野では約

60 m）。沖積層からなる平野を沖積平野と呼び、越後平野は国内最大の沖積平野である。 

◆軟弱地盤

生活環境を構成する地盤のうち、地層の硬さを評価する指標（N 値）の値が小さく、一般に未固結で軟

弱な地層の総称。一般に軟弱地盤では、地盤沈下や地震時の地震動の増幅、液状化などが懸念され

る。 

◆地質図

「表土の下にどのような種類の岩石や地層がどのように分布しているか」を示した地図のこと。学術資

料としてはもちろんのこと、土地利用、資源探査、産業立地、防災、環境保全など幅広い目的で利用され

ている。 

◆N 値

N 値とは、標準貫入試験による地盤の強度を示す値である。値が大きいほど固く、小さいほど軟らかい。

この値は、63.5±0.5 kg のハンマーを 76±1 cm 自由落下させて、試験サンプラーを 30 cm 打ち込むのに

要する打撃回数である。 

◆活断層

地震などの地殻変動によってできた岩盤や地層の割れ目を「断層」という。断層の中でも「活断層」とは、

数十万年前から活動を繰り返し、将来も活動が予測されるものを言う。越後平野の角田・弥彦断層は約

千年間隔で活動しており、最新の活動は 9 世紀と考えられている。 


